
 

 

 

 

島根県水道広域化推進プランの策定について 
 
 

１． これまでの経緯と現状 

○人口減少等による水需要の減少や施設・管路の老朽化などに伴い、水道事業の経営環境は全

国的に厳しさを増している。 

○平成３１年１月、総務省・厚生労働省は、都道府県に対し「水道広域化推進プラン」を令和

４年度末までに策定するよう要請した。 

 〇島根県は、県内事業体とプラン策定にかかる検討を重ね、本年１月にパブリックコメントを

実施した。また、本年２月に県議会へ「島根県水道広域化推進プラン」を報告し、令和４年

度末にはホームページ等で公表する予定。 

 

２． 島根県水道広域化推進プランについて（概要版 別紙） 

（１）県内水道事業の将来見通し 

〇料金収入等   令和２年度:２２１億円 ⇒ 令和５２年度:１３４億円 

  〇施設の更新経費 最少は令和１２年度:８３億円 ⇒ ピークは令和３６年度:年間２１８億円 

  〇１㎥の水を作るのに必要な経費 

   令和２年度:１７６円 ⇒ 令和４６年度:３５９円 

         ＜参考＞出雲市経営戦略 令和２年度:１６８円⇒令和３３年度:１８１円 

（２）広域化のシミュレーションと効果 

 〇事業統合、経営の一体化、業務の共同化の連携パターンを念頭に置き、水質検査業務の共

同化や薬品・水道メーターの共同購入など９項目についてシミュレーションを行った。 

 〇効果は項目によって様々であり、詳細な調整や更なる検討が必要となった。 

（３）今後の広域化に係る推進方針等 

 〇広域化の取組については、幅広に検討し、効果が見込まれる取組を展開していく。 

〇地理的な制約がある中、市町村境を越えた施設の統廃合や効果が見込まれるソフトの取組

を順次行っていく。 

 

３． 今後の予定 

 〇本市においても、本プランについて市議会に説明後、ホームページに掲載し周知する。 

 〇島根県が令和５年度に「島根県水道広域化推進協議会」を設置し、県内の水道事業体とと

もに、引き続き広域化の取組や経営統合について検討する。 

 〇本プランに基づき、出雲市水道事業と斐川宍道水道企業団の２つの給水体制のあり方も含

め協議を行っていく。 
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島根県水道広域化推進プランにおける広域化の取組とシミュレーション効果額

出雲市 斐川宍道企業団 松江市 その他の 団体

出雲市 斐川宍道水道企業団 松江市 その他の 団体

② 0 0 0 0 0

最小 662 86 0 ▲ 32 608

最大 1,302 121 0 14 1,167

マッピング 653 ▲ 1,480 623 3,938 ▲ 2,428

設備台帳 8,580 276 468 276 7,560

⑤ 0 0 0 0 0

料金事務 156,403 34,369 9,298 45,271 67,465

料金システム 69,203 8,492 805 7,306 52,600

最小 235,501 41,743 11,194 56,759 125,805

最大 236,141 41,778 11,194 56,805 126,364

⑦

⑧

⑨

④

料金事務の共同化（東部、中部、西部、隠

岐の圏域毎に事務と料金システムを共同化）
⑥

③

建設に係る効果額（千円）

県全体
内訳

薬品・水道メーターの共同購入

広域化の取組

浄水場の共同設置

水質検査業務の共同化

1,784,000

年間経費での効果額（千円）

県全体
内訳

浄水場等の遠隔監視業務の共同化

各種システムに係る広域化・共同化

経営統合

（市町村境にある浄水場の統廃合、県用水の有効活用）
① 1,783,00001,0000

災害時・緊急時の応援体制

人材育成・技術者不足への対応

相互応援のニーズがあることを把握。必要な補修材数を推計。

広域的な連携・協力の枠組みを検討し、諸課題の改善につなげる。

経営統合を望む団体が１３団体、現時点で判断できないは８団体（出雲市含む）。

広域化の取組 検討結果

合　計

広域化の取組
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